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気になる記事：国内設備投資、伸び最高。今年度 13.7％増、人手不足へ対応急ぐ 

 ２０１７年度の設備投資動向調査で、全産業の計画額は前年度比１３．６％増と

なった。４年ぶりの２ケタ増で、人手不足への対応など、投資の中身に変化が生ま

れている。 

 

 

 

ＫＮＣ ＮＥＴＷＯＲＫ ＮＥＷＳへのご意見・ご質問・ご感想は 

０６－６３０４－７８５７ または ｋａｉｋｅｉ＠ｋｎｃｃ．ｃｏ．ｊｐ  

までお寄せください。 

被保険者資格の遡及取得、労働保険料の再確定申告に注

意                        《社会保険》 

 従業員の入社の際、雇用保険の資格取得手続きを失念してい

た、またはその必要性を理解していなかったなどの理由により、

資格取得手続きを怠るケースは実務上よく発生します。その場

合、遡及する期間によって必要となる添付書類を用意した上で、

遡って資格取得の手続きを行わなければなりません。しかし、資

格取得手続きの対応はできても、その際に労働保険料の再確定

申告や追加納付にまで思いが至らないケースも多いです。たとえ

ば、その年度の労働保険料の年度更新を行った後に、前年度に

遡及して雇用保険の資格取得手続きを行った場合、その者にか

かる雇用保険料の納付が漏れていることになります。そのため、

労働保険料の再確定申告及びそれに伴う追加納付が必要にな

ります。 

 年度更新を行う前に前年度に遡及して資格取得を行った場合

は、最終的な労働保険料の年度更新に際に帳尻を合わせること

も可能です。年度更新後ではそれも不可能となります。各都道府

県労働局ではそのような雇用保険被保険者資格の遡及取得につ

いて、労働保険料の再確定申告及び追加納付を呼びかける文書

の配布を行っています。適正な対応を行わない場合は労働局に

よる労働保険料算定基礎調査が実施されることもあるので注意

が必要です。 

 

ネット通販の前途  《経営》 

 最近リサイクルショップを多く見かけるようになりましたが、特に

新しい業態ではなく、その商品構成は年々大きく変化していま

す。２０年前までは、パソコン・オーディオ・楽器・衣類・家具等が

主力でした。しかし、今やネット通販システムを取り入れて、ブラ

ンドのバッグ・時計・宝飾品等を扱う店舗が急増しています。今日

では、中古品市場はネット通販を抜きにして成り立たなくなってい

ます。従来、リサイクルショップはお客が実物を見たり触ったりし

て買っていました。ネット通販のように画像を見て買うことが不思

議に思われることもありました。昭和４０年頃までの通販で扱う商

品は、実店舗で買いづらいものが少なくありませんでした。 

 さて、ネット通販の拡大要因としては、インターネットの普及・発

展は当然ながら、宅配便と代金決済システムの高度化が大きく関

っています。従来の送付手段は、小包郵便と鉄道便くらいで注文

から受け取りまでに長時間を要しました。現在のような翌日配達

など夢の話でした。また、代金決済も現金書留・郵便振替等が中

心で、ネット決済等もありませんでした。今後のネット通販の前途

を予測すると、ますます送付手段や代金決済システムが発達す

る事や購入の際の移動の手間の削減・コストダウン等が進むこと

によ、あらゆりる商品サービスに活用されていくことでしょう。 

 

経営一言：日本人が気付かない発想を持つ外国人起業家をもっと生かすべきだ 

（早稲田大・東出 浩教授） 

－所長コメント：多様化の時代。物の見方・考え方も多様化・ダイバシティの時代です。立場、立場で物事を見ると正しいこととなる。片寄

らず、一方的にならず、相手の立場を尊重することです。－ 

 

 

 

保険外交員など外注販売者、リタイヤの功労金  《税務》 

 生命保険会社の外交員は会社と雇用契約を結んでいないこと

が多いですが、人によっては社員以上の実績やキャリアを持って

いることもあります。会社としてもそうした功績を称えるために、リ

タイヤの際は“功労金”を支給することがあります。 

 この功労金ですが、社員に支払われる退職金と同様の性質で

あるため、「退職所得」と判断されがちですが、外交員の場合は

少々異なります。 

 退職所得とは、給与所得を受けている人が退職に際し、その在

職中の勤務に対する報酬として、その使用者などから支給される

一時的な収入を指します。給与は、一般的に雇用関係にある人

に支給されるとされています。保険外交員は保険会社と雇用関係

を結んでおらず、給与所得を受ける地位にならないため、功労金

はあくまで「事業所得」とされます。 

住宅ローン減税再適用制度  《税務》 

 住宅ローン減税には再適用制度があります。転勤が多い会社

に勤める従業員や役員は、ぜひ知っておきたいです。住宅ローン

減税の適用を受けている住宅に居住する人が、引っ越した後、

再び戻って入居したときに住宅ローン減税の期間が残っていれ

ば、残りの期間について引き続き控除を受けられるというもので

す。例えば、１０年にわたり税額控除可能な人が２年を経てから

転勤し、その３年後に元の勤務地にある自宅に戻った場合、自

宅に居住していなかった３年間は住宅ローンの減税対象になり

ませんが、再入居した残りの５年間は対象となります。ただし住

宅を出るのは、勤務先の会社からの転勤辞令やそれに準ずるな

どやむを得ない理由が必要です。 

 また、住宅ローン減税は、新築マンションや新築住宅だけだな

く、中古マンションや中古住宅、増築・改築・修繕など大がかりなリ

フォームを施した住宅なども対象となります。 

 


